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多様な人材で研究力磨く　大学のダイバーシティー本格化
#大学 #神奈川 #北海道
2022/8/10 2:00 [有料会員限定]

「ソフィア・ダイバーシティ・ウィーク」の運営について打ち合わせする上智大学の学生と職員（7月、東京都内）
全国の大学でダイバーシティー（多様性）を尊重する取り組みが広がってきた。「ダイバーシティ宣言」を掲げ、ジェンダーギャップ（性別に伴う格差）解消や国籍、障害の有無などに関係なく、学びや研究を深められる環境づくりを進める。多様な人材を掘り起こし、大学の持つ研究力を最大限に引き出す狙いもある。

上智大学は毎年、女性に対する暴力撤廃デー（11月25日）から世界人権デー（12月10日）までの期間を「ソフィア・ダイバーシティ・ウィーク」と位置づけ、学生と教職員が協力し多様性を受け入れる共生社会を目指す企画を実施している。

5回目の2021年度は学生が主体となって「ジェンダーギャップ」や「SNS（交流サイト）の誹謗（ひぼう）中傷」など5つのテーマでパネルディスカッションや講演会を実施。大学のダイバーシティ推進室と学生が共同で「マイノリティーとマジョリティーの共生社会」をテーマにゲスト対談を開催し、計約300人の参加者らが活発に意見交換した。

学生主体の企画に関わった総合グローバル学部3年の金子絵美利さんは「他者を傷つける表現にならないよう心がけ、自身の考えを深め成長につながった」と振り返る。2年連続でイベント運営に携わる同学部3年の大谷理歩さんは「様々な価値観の学生がいると知った。多様な考えに光を当て、問題提起していきたい」と話していた。

上智大は09年にダイバーシティ推進委員会や推進室を設置。一人ひとりの個性と能力を十分に発揮できる組織や風土を構築することを目的に掲げた。推進室の東家由朗チームリーダーは「国籍や人種、性別などにかかわらず誰もが自身の能力を発揮できる環境を確立することは、大学の教育や研究力を高めるために欠かせない要素だ」と話す。

12年度には出産や育児のために研究を中断しなくて済むよう、業務の一部を任せられる「研究支援員」を配置し、18年度からは介護も対象に加えた。現在、利用者の研究分野や所属は多岐にわたり、男女問わず制度を活用しているという。

22年4月にダイバーシティ推進室を設置した神奈川大学は教員の意識改革に力を入れる。講習会を開き、性別を問わず学生を「さん」付けで呼ぶなど、一般知識として把握すべき内容を全教員間で共有する。担当する戸田龍介副学長は「学生が学びたい教育機関であるためには、社会の変化や学生の声を反映する必要がある」と話す。

ダイバーシティーなどの推進を21年12月に宣言した北海道大学は、23年度から1年生約2600人を対象に、男女共同参画や民族多様性などの内容を必須科目に採り入れる。授業の一部を担当する中司展人特任助教は「学生の意識醸成は欠かせない」として、22年度後期にも先行して一部の学生に受講してもらう計画だ。

北大では22年3月、女性教員と学長らの懇談会を開催。女性教員からは米国の授業評価に「公平さ」や「多様性」「男女平等」などの項目があるとの指摘のほか、履修名簿や入学手続きに男女の別がある点もダイバーシティーの観点から「改善すべきだ」などの意見が出た。

学生や教職員らを対象にダイバーシティーに関する調査を実施している大学もある。同志社大学が21年、全教職員約1400人を対象にした雇用環境調査では、同性パートナーへの福利厚生を異性パートナー同様に認めることや女性教員の支援を求める声などが上がったという。同志社大は23年度以降、要望を反映した制度設計を進めるほか、ダイバーシティー推進に関する中長期計画を立てる予定という。

「学生枠」や支援金、理工系女子増やす　名古屋大や大阪大


国は2025年度までに大学教員のうち学長や副学長、教授の女性割合を23%に引き上げる目標を掲げている。全国の大学では20年5月時点で、教授の女性比率は10.8%にとどまる。准教授は18.8%、助教は24.4%で、女性研究者の成り手育成に大学側は知恵を絞っている。

名古屋大学は23年度の入試から、工学部の学校推薦型選抜で女子学生枠を創設する方針を示した。大阪大学は22年度から理工系学部に入学する女子学生計50人に20万円を支援する制度を始めた。埼玉大学は21年度から、中・高校生を対象に理工系学部での研究室体験や大学教員による出前授業を始めた。

ジェンダー問題に詳しい法政大副学長のダイアナ・コー教授（社会学）は「男性優位の集団で女性が意思決定などの際に自身の能力を発揮するには、女性比率が3割以上に達する必要がある」と指摘している。（中川竹美）






